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 要  旨 
2011年 3月に起こった東日本大震災において、広域にわたって交通・通信基盤が破壊され、情
報流通の途絶が災害対策上の非常に大きな障害となった。そこで大規模災害時の通信手段として、
電力供給や他の通信路が確保できない状況にも使用可能な、低電力遠距離通信システムの開発を
目指している。電気通信大学では電離圏変動観測用の短波(HF)帯送信局設備およびその受信局を
全国に複数所持している。その送受信設備を非常通信手段として活用し、短波帯を用いた低電力
遠距離通信を実現する方法の開発研究を行っている。実現には既存のHFドップラ観測設備に低
電力長距離通信機能を付加することが必要である。通常時には HFドップラ観測機能を、非常時
には通信機能を優先使用することとする。システムの科学的利用の両立を図って長期維持可能と
するところに本システムの特徴がある。本研究では基礎技術開発を目指し、HFドップラ観測電
波の ID信号を利用して低電力通信実験を行い、その実現性を評価することを目的とした。 
VHF,UHF帯と違い中継基地局を必要としない短波帯を使用し、電離層反射を利用して遠距離
通信ができる特徴を積極的に利用する。既存のHFD送信システムで搬送波と 400 Hz離れた ID
信号の振幅および位相を用いて通信評価を行った。90秒ごとにモールス IDの信号を 1 W以下の
低電力で送信しているので、その振幅または位相を 1 bitと見なして正確に制御し、受信データか
ら 40 bphという低速チャンネルとして通信エラーの評価を行った。送信点を調布(東京)、受信点
を菅平(長野)、通信距離 146 kmにおいて、振幅および位相の検出確率および C/N 対ビットエラ
ーレート(BER)特性を導出し、非常時通信システム構築可能性の評価を行った。 
短波帯であっても 100 km以上の距離間を 1W以下の低電力という厳しい条件で通信を行うに
は、通信速度を下げ狭帯域にすることで受信時の S/Nを向上させることが必要となるが、過去の
研究では狭帯域化を図って 40 bphという極めて低い通信速度での評価は行われたことがない。
本研究では振幅および位相について検出を行った。ドップラスプレッドによる位相変動が大きく、
単純な狭帯域化は困難であった。振幅検波では BERは理論的 C/N曲線に近い特性を得た。一方、
位相検波では搬送波の情報を利用した信号処理を行うことにより狭帯域化を実現した。さらに電
離層反射高度変化による数ミリ秒の伝搬時間の変化に伴う位相回転を 150 Hz信号の導入による
位相スリップの低減対策を行うことにより、理論特性に近い結果を得ることができた。これらの
対策により低電力低速通信時にも C/Nが+5 dBを超えれば BER10-2を得ることができ、調布―
菅平回線においては低電力での低速通信が可能ということを初めて示すことができた。 
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概要 
2011年 3月に起こった東日本大震災において、広域にわたって交通・通信基盤が破壊され、情
報流通の途絶が災害対策上の非常に大きな障害となった。現在のようなハイテクと言われる時代
においても数 10 km先にいるであろう救援隊に情報を届けることができなかった。そこで大規模
災害時の通信手段として、電力供給や他の通信路が確保できない状況にも使用可能な、低電力遠
距離通信システムの開発を目指している。電気通信大学では電離圏変動観測用の短波(HF)帯送信
局設備およびその受信局を全国に複数所持している。その送受信設備を非常通信手段として活用
し、短波帯を用いた低電力遠距離通信を実現する方法の開発研究を行っている。実現には既存の
HFドップラ観測設備に低電力長距離通信機能を付加することが必要である。通常時には HFド
ップラ観測機能を、非常時には通信機能を優先使用することとする。通常時には観測と定期的な
機能確認を両立させることによって、システムの科学的利用の両立を図って長期維持可能とする
ところに本システムの特徴がある。本研究では基礎技術開発を目指し、HFドップラ観測電波の
ID信号を利用して低電力通信実験を行い、その実現性を評価することを目的とした。 
 
VHF,UHF帯と違い中継基地局を必要としない短波帯を使用し、電離層反射を利用して遠距離
通信ができる特徴を積極的に利用する。既存のHFD送信システムで搬送波と 400 Hz離れた ID
信号の振幅および位相を用いて本研究の目的である通信評価を行った。90秒ごとにモールス ID
の信号を 1 W以下の低電力で送信しているので、その振幅または位相を 1 bitと見なして正確に
制御し、受信データから 40 bphという低速チャンネルとして通信エラーの評価を行った。送信点
を調布(東京)、受信点を菅平(長野)、通信距離 146 kmにおいて、振幅および位相の検出確率およ
び C/N対ビットエラーレート(BER)特性を導出し、非常時通信システム構築可能性の評価を行っ
た。 
 
短波帯であっても 100 km以上の距離間を 1W以下の低電力という厳しい条件で通信を行うに
は、通信速度を下げ狭帯域にすることで受信時の S/Nを向上させることが必要となるが、過去の
研究では狭帯域化を図って 40 bphという極めて低い通信速度での評価は行われたことがない。本
研究では振幅および位相の変化について固定検出方法をとった。ドップラスプレッドによる位相
変動が大きく、単純な狭帯域化は困難であった。振幅検波では BERは理論的 C/N 曲線に近い特
性を得た。一方、位相検波では搬送波の情報を利用した信号処理を行うことにより狭帯域化を実
現した。さらに電離層反射高度変化による数ミリ秒の伝搬時間の変化に伴う位相回転を 150 Hz
信号の導入による位相スリップの低減対策を行うことにより、理論特性に近い結果を得ることが
できた。これらの対策により低電力低速通信時にも C/Nが+5 dBを超えれば BER10-2を得ること
ができ、調布―菅平回線においては低電力での低速通信が可能ということを初めて示すことがで
きた。今後、通信距離が数 100 kmの長距離回線においても本研究の対策が有効かを評価してい
く必要がある。 
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第1章 序論 
1.1  災害時対応通信システムの必要性 
2011年 3月に起こった東日本大震災において、広域にわたって交通・通信基盤が破壊され、情
報流通の途絶が災害対策上の非常に大きな障害となった。現在のようなハイテクと言われる時代
においても数 10 km先にいるであろう救援隊に情報を届けることができなかった。そこで大規模
災害時の通信手段として、電力供給や他の通信路が確保できない状況にも使用可能な、低電力遠
距離通信システムの開発を目指している。電気通信大学では電離圏変動観測用の短波(HF)帯送信
局設備およびその受信局を全国に複数所持している。その送受信設備を非常通信手段として活用
し、短波帯を用いた低電力遠距離通信を実現する方法の開発研究を行っている。実現には既存の
HF ドップラ観測設備に低電力長距離通信機能を付加することが必要である。通常時には HF ド
ップラ観測機能を、非常時には通信機能を優先使用することとする。通常時には観測と定期的な
機能確認を両立させることによって、システムの科学的利用の両立を図って長期維持可能とする
ところに本システムの特徴がある。本研究では基礎技術開発を目指し、HF ドップラ観測電波の
ID信号を利用して低電力通信実験を行い、その実現性を評価することを目的とした。 
 
1.2  HFドップラ観測原理と伝搬路上の電離圏擾乱情報 
既存のHFドップラ観測システム原理と、電離圏の特徴について記す。 
1.2.1  HF ドップラ観測原理 
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図 1.2.1 HFD観測の原理図 
 
 HFドップラ観測(HFD)は、移動速度を持った電離層で電波が反射するときに生じたドップラシ
フトを観測する方法[1]である。図 1.2.1 のように、送信局から安定した周波数の短波を送信して
おり、これが電離層で反射する際に擾乱等によって反射点が移動すると送信点から受信点までの
伝搬距離が変化するため、ドップラシフトを起こす。このドップラシフトから反射点の見かけの
移動速度を求める。ドップラシフトを∆f [Hz]、送信周波数を𝑓0 [Hz]、光速をc [m/s]、反射点の
移動速度を v [m/s]、λ を自由空間波長とした時の計算式を以下に示す。 
 屈折率の媒質中における周波数 of [Hz]の波の波長 [m]は、 
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で、与えられる。 t 時間の間に屈折率がから   に変化した場合、波長の変化は、 
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である。伝搬波長を Sとして、伝搬路上の波の数の時間変化率から周波数の変化を求めると、 
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  式(1.2.3) 
このとき、 SP  は位相経路長と呼ばれる。もし屈折率  が伝搬路 S 上で変化しているのであ
れば、 
 S dSP    式(1.2.4) 
で、与えられる。さらに 0P 、 0t を考えれば、 
  S
o dS
dt
d
c
f
f   [Hz]  式(1.2.5) 
となる。これがドップラ周波数偏位である。反射点や伝搬経路上の電子密度が変化しても、ドッ
プラ周波数も変動を起こす。 
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表 1.2.1 送受信点仕様 
項目 基本仕様 
 
設置場所 
 
東京都調布市調布ヶ丘１－５－１ 
電気通信大学総合研究棟 
位置（35.39°N、139.33°E） 
搬送波周波数安定
度 
日/105 11  
観測からの要求条件 
ルビジウム発振器使用 
占有周波数帯幅 1.5 kHz 
出力電力 200 W 
送信周波数 
・ 5006 kHz 
・ 8006 kHz 
空中線方式 水平半波長ダイポール 
ID変調形式 
振幅変調（単測波帯） 
400 Hzモールス符号 
変調形式 H2A 
電波法施工規則第 4条 
ID送出間隔 30分以内間隔 無線局運用規則 30条 
 
 現在、HFD観測用実験局 JG2XAとして電波を連続送信している。コールサイン（JG2XA）お
よび実験局の目的（UEC HFD STATION）がモールス符号で送信されている。搬送波周波数
安定度は、ルビジウム発振器を使用していることで、HFD観測に重要な高い安定性が保証される。 
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表 1.2.2 HFD受信局仕様 
アンテナ 
Wellbrook Communications社, 
ALA-1530 アクティブループアンテナ 
受信信号強度 -120 dBm以下～-40 dBm 
受信帯域幅 16Hz（中間周波数 8Hz）:変動率 610 以下の現象まで受信可 
LO周波数 
5006 kHz-8 Hz（5006 kHz用受信機） 
8006 kHz-8 Hz（8006 kHz用受信機） 
LO入力レベル +10 dBm （ミキサ入力レベル） 
周波数安定度 1010 /日以上（ルビジウム原子発振器） 
出力信号強度 -70 dBm以下～+10 dBm 
 
 HFD観測波は本学東 3号館の屋上から送信されており、これを菅平、柿岡、鹿島、大洗、藤沢、
飯館、京都、呉、阿蘇、沖縄、杉戸の 11ヵ所で受信している。また、ラジオ日経の電波は長柄送
信所(JOZ)から 6055 kHz,9595 kHzにおいて送信され、これを調布、菅平、藤沢、鹿島、柿岡、
大洗、京都、阿蘇、沖縄、杉戸の 11ヵ所で受信している。比較的観測点同士の距離が近く、ドッ
プラシフト変化が似ていて比較のしやすい菅平、柿岡、鹿島、大洗、藤沢、飯舘の 6点について
受信点の位置関係を図 1.2.2に、各観測点の位置と送受信点間距離、各観測点の送受信点間距離
を表 1.2.3と表 1.2.4に示す。 
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図 1.2.2 HFD観測点の位置関係図 
 
表 1.2.3 HFD受信点位置 
  鹿島 柿岡 大洗 菅平 JOZ 藤沢 飯館 
受信点位
置 
北緯 35.953° 36.232° 36.331° 36.519° 35.464° 35.319° 37.666° 
東経 140.663° 140.186° 140.587° 138.321° 140.206° 139.457° 140.666° 
送受信点
間距離  
106 km 86 km 120 km 146 km 62 km 37 km 247 km 
 
表 1.2.4 送受信点間距離 
  柿岡 鹿島 大洗 菅平 JOZ 飯館 藤沢 
柿岡   26 km 19 km 84 km 41 km 85 km 62 km 
鹿島 26 km   21 km 108 km 29 km 98 km 61 km 
大洗 19 km 21 km   101 km 50 km 75 km 78 km 
菅平 84 km 108 km 101 km    103 km 124 km 85 km 
JOZ 41 km 29 km 50 km 103 km   125 km 35 km 
飯館 85 km 98 km 75 km 124 km 125 km   144 km 
藤沢 62 km 61 km 78 km 85 km 35 km 144 km   
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1.2.2  電離層反射による電波伝搬 
HF帯で通信を行う際に、電離層による 1回反射を利用すると 1.2.1節で説明したドップラシフ
トや受信電界強度の変動が起こる。電離層では昼と夜で電子密度が変化するため、反射状態が変
化し受信電力に変化をもたらす。また季節や太陽活動によっても電子密度変動が起こる。菅平受
信の 5006 kHz、8006 kHzの 2周波において、2014年の月平均をした、受信電界強度の日変化
を図 1.2.3～1.2.14に示す。 
受信電界強度は、日中は D層(吸収層)が生成され、受信電界強度が下がる[1]。低い周波数ほど、
その影響を受けやすいため、1～5月および 9～12月の日中は 8006 kHzのほうが 5006 kHz電波
よりも受信レベルが高くなるが、F層電子密度が低下する 6～8月は二つの周波数での電界強度は
ほぼ同じとなる。夜間は、5006と 8006 kHzで大きく異なる。5006 kHzでは 3～10月は強い電
界強度で受信できるが、1～2月および 11～12月には背景雑音強度が下がる時間が発生する。8006 
kHz では 5～7 月には弱いレベルであるが受信できるが、他の月は背景雑音レベルに低下する。
このように夜間に散乱状態での伝搬、スキップゾーンに入り電波がほとんど届かない伝搬状態と
なる。2014年における調布―菅平間の 146 kmの伝搬の場合、5006 kHz電波では 1月、11月、
12月の夜間で散乱状態での伝搬となる。また 8006 kHz電波では 1年間を通してほとんど夜間は
散乱状態伝搬となる。受信電界強度は時間によって 2 つの周波数のうちどちらが良いか過去のデ
ータから推測ができるため、いずれかが受信できる場合は周波数選択ダイバーシティにて対策可
能であるが、両周波数とも受信できなくなる 11～1 月の夜間は周波数ダイバーシティの方法は取
れないので他の対策が必要となる。 
 
 
 
図 1.2.3  菅平における電界強度の日変化(1月) 
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図 1.2.4  菅平における電界強度の日変化(2月) 
 
 
図 1.2.5  菅平における電界強度の日変化(3月) 
 
 
図 1.2.6  菅平における電界強度の日変化(4月) 
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図 1.2.7  菅平における電界強度の日変化(5月) 
 
 
図 1.2.8  菅平における電界強度の日変化(6月) 
 
 
図 1.2.9  菅平における電界強度の日変化(7月) 
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図 1.2.10  菅平における電界強度の日変化(8月) 
 
 
図 1.2.11  菅平における電界強度の日変化(9月) 
 
 
図 1.2.12  菅平における電界強度の日変化(10月) 
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図 1.2.13  菅平における電界強度の日変化(11月) 
 
 
図 1.2.14  菅平における電界強度の日変化(12月) 
 
菅平受信の 5006 kHz、8006 kHzの 2周波において、2014年の月平均ドップラシフトの日変
化図 1.2.15～1.2.26に示す。 
ドップラシフトは 5006、8006 kHzいずれも昼間の 7～16時において比較的安定な変化をして、
約+0.2 Hzから約-0.2 Hzへと 0.4 Hzの範囲で減少推移していくが、朝方と夕方においては数 Hz
に達する大きな変動を起こす。一方、夜間は昼間に比べて不安定でかつ変動幅が大きい。5006 kHz
では、このドップラ変動幅は 0.8 Hzに達し昼間の倍に達し、しかもランダム変動となる。受信電
界強度が背景雑音レベルに低下する 1、11、12月でもゆるやかな変動傾向が他の月と似ているの
で、わずかに散乱伝搬波が受信されていると推定できる。しかし、8006 kHzでは、年間を通じて
夜間のドップラ変動が不安定かつ非常に大きい。このため、低電力通信を行う際に予測式を用い
て BPFの中心周波数を変化させることにより帯域を狭めることが昼間においては可能であるが、
夜間においては予測不可能であるため、スペクトル中央値を追従せざるを得ないが変動が大きく
かつ、変化速度が大きいため制御は困難である。 
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図 1.2.15  菅平におけるドップラシフトの日変化(1月) 
 
 
図 1.2.16  菅平におけるドップラシフトの日変化(2月) 
 
 
図 1.2.17  菅平におけるドップラシフトの日変化(3月) 
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図 1.2.18  菅平におけるドップラシフトの日変化(4月) 
 
 
図 1.2.19  菅平におけるドップラシフトの日変化(5月) 
 
 
図 1.2.20  菅平におけるドップラシフトの日変化(6月) 
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図 1.2.21  菅平におけるドップラシフトの日変化(7月) 
 
 
図 1.2.22  菅平におけるドップラシフトの日変化(8月) 
 
 
図 1.2.23  菅平におけるドップラシフトの日変化(9月) 
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図 1.2.24  菅平におけるドップラシフトの日変化(10月) 
 
 
図 1.2.25  菅平におけるドップラシフトの日変化(11月) 
 
 
図 1.2.26  菅平におけるドップラシフトの日変化(12月) 
 
 受信電界強度において、電離層電子密度は日の出とともに増加し日中は低電力損失で反射する
が、D 層の吸収により 5006 kHz では最大 25dB の電界強度低下を引き起こす。臨界周波数が使
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用周波数に比べて非常に低くなると全く受信できなくなり、背景雑音以下となる。特に冬季 8006 
kHzでは日没後は電子密度が日中よりも低下するが、D層の吸収がなくなるので、中間反射点の
電子密度が臨界周波数以上であれば高い電界強度で安定に受信できる。しかし、臨界周波数以下
になると低下し、不安定となり、昼と夜とでは電界強度が 40 dB以上の変化があるが安定時は 1W
でも 20dB 程度の S/N が確保できることから、低電力通信を実現することを示唆する重要な結果
である。ドップラシフトにも季節や日変化特性がある。昼間のドップラシフトの年間を通じた規
則的変化は反射高度以下の F層および E層電子密度が太陽天聴覚変化によって増減するため、式
1.2.5によりドップラシフトが発生する。よってこの日変化は予測可能である。一方、夜間は電離
層電子密度が高く、臨界周波数より高い状態においても、0.8 Hz達するランダムなドップラ変化
を生ずる。さらに臨界周波数以下ではこのランダムな変動は大気の擾乱や地磁気変動が原因であ
るため、予測不可能である。電離層反射係数が小さくなることによって散乱伝搬し、S/N が低下
することによる不安定さが加わってドップラ変化が大きくなる。日の出や日の入りの際には電子
密度が急激に変動し、非常に大きなドップラシフトを生ずる。これらの特性は、使用周波数、通
信距離によって変わるため、通信として使用する場合には使用する局間同士の特性を詳細に把握
しておく必要がある。本研究で使用する電離層情報は 2002年からHFD観測システムによってモ
ニタしているので基本的な振幅、周波数変動特性は把握されているため、予測可能な部分は通信
を行う際に補正することが可能であるという利点がある。 
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1.3  HFD観測と通信システムの結合のメリット 
1.2節で述べたようにHFD観測システムでは短波を使用しており、低電力通信を実現するため
に必要な電離層反射伝搬の遠達性と低損失性を有するという重要な特性を有している利点がある。
またこれらの送受信局の設備を活用することで、設備の重複を防ぐことができる利点もある。送
信する帯域を 5006 kHzと 8006 kHzに持っており、24時間使用することができ、送信局 1点と
受信点 11点の設備を利用することができる。このシステムと併用することによって、平常時には
電離圏擾乱の観測を行い非常時には通信サバイバルシステムに切り替え共用することができる。
今回通信をする際に BPSK 変調方式で情報を乗せて通信をするが、JG2XA 送信局や各受信点の
発振器にはルビジウム発振器を使用しているため、周波数安定度が非常に高く、BPSK 信号の復
調の際に搬送波が安定して受信されるため同期検波を行うことが可能となる。 
 
 
図 1.3.1  HFD観測送信局及び受信点 
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1.4  本研究の目的 
 2011年3月に起こった東日本大震災のような大規模災害時にも使用できる低電力かつ遠距離の
通信システムの開発を行うことを 1.1 節にて述べた。本研究では送信点を調布、受信点を菅平の
回線を主に低電力の 100 km 以上の通信実験を行う。送信電力を低く設定しているため、回線と
しては厳しい環境にあるため、受信帯域を狭めて S/Nを確保する方式を採用している。そのため、
通信速度は遅くなるが、災害時には低速でも確実に繋げることを優先して使用する。電離層反射
を利用した回線は不安定であり、様々な問題が発生することが予想される。このため、通信方式、
送信電力、使用周波数、受信機構成、電離層で起こる各種イベント等を考慮し、通信として使用
可能にすることが本研究の目的である。 
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第 2 章 HFD観測を併用した通信システム設計、製作 
2.1  HF通信システムの条件 
通信サバイバルとして、低電力で最低限通信ができるシステムの開発にあたって、基本条件を
以下に示す。 
・通信サバイバルとして、低速ではあるが最悪条件でも生き残るシステムとする。 
・既存の通信基盤を全く利用できなくなるような東日本大震災の事例から、救援本部側から被災
者側への downlink(DL)は様々な方法をとることができるが、被災者側から救援本部側への
uplink(UL)の方法に通信サバイバルシステム構築の重要性があるため UL 実現に重点を置いた
システムとする。 
・被災者側の隔離距離は 100 kmを超えることが想定されるので、100 km以上の距離で UL動作
可能とする。 
・災害現場では、通信に関する知識のない素人が扱うことになり、非常時のため電力確保が難し
く、非常時に備えて長期的に維持管理が可能になる必要があり、衝撃や水漏れなど過酷な条件
に耐え、さらに超簡易に扱いが可能なシステムの必要がある。 
・通信サバイバルシステムは通信速度や携帯性が現代の通信システムから見ると非常に劣り、平
時には全く使われないと考えられる。必要性のないシステムは見捨てられることが当然のため、
そのシステムは普段は観測として使用し、緊急時には緊急システムに切り替えるような仕様と
する。 
・図 2.1.1の東日本大震災での携帯電話基地局の復旧状況では、災害発生から 3日で 5割、1週間
で 8 割程度の復旧状況となっており、固定電話よりも復旧の速い携帯電話基地局の復旧までの
代替システムとする。 
 
 
図 2.1.1 東日本大震災での携帯電話基地局の復旧状況[6] 総務省編: 情報通信白書平成 23年版 
http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/h23.html 
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2.2  HFD送信システムの特性 
HFD観測システムや送信局の詳細については 1.2節で説明した。送信局の状態を監視するため
に観測 BOX並びに監視、制御システムの開発[8]を行った。 
監視については、送信局の送信電力 200 Wの監視とその温度について監視し、異常が出ればエ
ラーメールを送る形式で行っている。制御に関しては、遠隔操作で PC 側から送信局の停止をリ
レーによる制御として行った。全体の構成図について、図 2.2.1に示す。 
この監視システムで得られた温度、電力情報は DAQ(National Instruments NI USB 6009)で
取り込み、テキストファイルとして保存し、図を作成して FTPにてウェブページにアップロード
を 1日に 1度行っている。 
観測 BOX内の回路図を図 2.2.2に示す。この観測 BOX内には温度センサ、リレー、三端子レ
ギュレータによる回路を組み込んだ。 
 
図 2.2.1 監視システムの構成図 
 
20 
 
図 2.2.2 監視システム観測 BOXの回路図 
この観測 BOXを経由し、DAQで収録し処理した後の画面を図 2.2.3に示す。 
左半分の 2つの図が送信部の温度を示し、それぞれ 5006 kHzの Transmitter、Linear Amp と
8006 kHzの Transmitter、Linear Ampの温度の時間変化のグラフとなっている。右半分の 4つ
の図は 5006 kHzの送信電力と反射電力、8006 kHzの送信電力と反射電力となっており、異常が
あればメールを送信するように設定した。また、リレーによって 5006 kHzの送信と 8006 kHz
の送信、Voice Keyerの電源を制御でき、遠隔でも停電時等に対応できるようにした。リレーによ
って止めた際のログの情報もウェブページ内にアップロードするようにした。 
この監視システムによって送信局の状態を 24時間知ることが可能となった。 
 
 
図 2.2.3 監視モニタ 
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2.3  HFDで得られた伝送特性変動の通信へのフィードバック 
 BPSK の復調を行う際に同期検波方式で復調をする。キャリアの抽出によって位相と周波数を
正確に合わせた再生波を受信信号に乗算することによって 1/0 の情報を読み取る。電離層の高さ
変動によって周波数はドップラシフトを起こし、位相も常に変化する。キャリアの抽出をきちん
とできなければ通信自体できなくってしまう。HFD観測のドップラ情報をフィードバックしその
値を補正してあげることによってキャリアの抽出を行えばこの問題は改善されるはずである。 
 
2.4  HF回線設計 
JG2XA送信局では 200W(53dBm)でキャリアの送信を行っている。これを親局として使用し各
地の子局へ下り回線を使う。子局では送受信を行い、子局間通信や親局子局間通信をするような
設計とする。図 2.4.1 に通信概念図を記す。図の赤色の周波数帯域は送信を示し青色の周波数帯
域は受信を表している。図では親局が USB で情報を送信し、子局で USB 側は受信 LSB 側で送
信となってはいるが、USBLSBの選択は簡単に切り替え可能であり状況によってどちら側を送信
にするかを決める。 
 
 
図 2.4.1 通信概念図 
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2.4.1  下り回線 
下り回線(DownLink)は JG2XA送信局の 5006 kHzと 8006 kHzそれぞれに 1.5 kHzの帯域を
利用できる。キャリアはHFDの観測として使用しているので、変調信号はキャリアから 400 Hz
離れた USB と LSB を使用する。片側を送信帯域とし幅は±200 Hz とする。片側帯域のみを使
って送信情報を乗せるため反対側の帯域では受信ができるようにしている。キャリアとこの
SSB[2]で 200 Wに収めかつスプリアスは 5%以下にとどめなければならない。 
 
2.4.2  上り回線 
 上り回線(UpLink)は送信キャリアを 0.1 W 以下とし、送信または受信は下り回線と同じ 5006 
kHz±400 Hz、8006 kHz±400 Hzの帯域幅±200Hzとする。上り回線ではパイロット信号とな
る信号がないため、既存の電離層情報を基にドップラシフトを予想する。下り回線のキャリアと
超近接周波数を使用しているのはこのためである。同じパスを経由した信号はわずかな時間で変
動はしないためこの手法でも可能となる。 
 
2.5  HF通信回路の特徴 
 通信回路の特徴として、親局は SSB方式を軸とした混変調波の発生しないような設計とし、子
局回路は送受信を行うため送信機構は親局と同じ SSB 方式の回路とし、受信側はその SSB 波を
復元し直交検波する設計とした。 
 
2.6  親局設計 
親局は SSB方式[3]で送信を行う。SSB方式とは、キャリアにサブキャリア(直交した I,Q信号)
を乗せてアップコンバートする方式[2]で DSB を作り、逆相の信号を足し合わせ打ち消すことに
よって SSBのみを作る方式である。 
ブロック図を図 2.6.1に示す。 
 
図 2.6.1 親局のブロック図 
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I,Q信号は今回 400 Hzの信号とし、DAQ(National Instruments NI USB 6251)を使用し、直
交した信号を入力し、局部発信部(ディーエステクノロジー PPG-20)を使用し、実装する際に使
うキャリアと同じ周波数の 5006 kHzで行った。しかし、5006 kHzは電気通信大学敷地内で送信
しているのでシミュレーションを行う際にビートを起こしてしまった。そのため、5006 kHzでは
なく 4900 kHzでシミュレーションを行った。 
これらの信号を利用して、製作した SSB 回路(図 2.6.2)に入力して出力を計測した。途中の信
号の状態も含めたものは図 2.6.3に示す。 
 
 
図 2.6.2 親局回路図 
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図 2.6.3 親局回路図の信号詳細図 
 
回路内のミキサには R&K社のM5という DBM(Double Balance Mixer)を使用した。高周波に
よって搬送された電波を受信する場合、そのままでは扱いにくいため、ミキサによってダウンコ
ンバートすることにより必要となる信号だけを取り出し、送信の際にはアップコンバートするこ
とにより信号を搬送波に乗せる。 
I,Q 信号を-40dB で入力し OSC 部を+2dBm で入力したとき、第 3 次混変調が起こらないよう
にインターセプトポイントを気にしなければならない。今回使用したミキサのインターセプトポ
イントを図 2.6.4に示す。 
 DBMにはミキサダイオード(ショットキーバリアダイオード)が内蔵されている。このダイオー
ドの立ち上がりを促すためにある程度の局発入力が必要であり、混変調特性、その他の特性を十
分満足させるため、Local Drive Level が規定されている。今回使用した R& K社M5では+7dBm
に規定されている。 
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図 2.6.4 ミキサのインターセプトポイント 
R&K社 RF&MICROWAVE AMALL SIGNAL & POWER PRODUCTSより引用 
 
この図の点線部はよりも低い入力レベルで使用すると、第 3 次混変調波が発生し、送信する際
に余計なスプリアスを発生する。そのため、ミキサでは OSC部の入力をサブキャリアに比べて高
くとり、ミキサ自体もインターセプトポイントのレベルの低いものを選択した。 
親局回路の出力スペクトルは以下のようになった。 
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図 2.6.5 親局出力スペクトル 
 
図のマーカー部分は 4.899600MHzとなっており、LSBにスペクトルが立っていることがわか
る。LSBの電力が-29dBmに対し、USBと分離度は 30dB 取れることを確認した。しかし、この
高周波の成分はスペクトルアナライザの周波数分解能が 300Hz より小さくとることができない
ため、I,Q信号 400Hzのスペクトルが正確に見えないことが問題となる。そのため、一度受信機
にてダウンコンバートし、低周波用のスペクトルアナライザで分離度を計測する必要がある。 
また、回路やケーブル上を通った際に、OSC 部や I,Q 信号の 90 度位相差や振幅バランスがず
れてしまう。この差をきちんと埋め合わせることによって分離度はさらにとれることになる。そ
れらを合わせる実験は 2.8項の上下側波帯分離度評価にて記す。 
 
2.7  子局設計 
子局では、親局と違い送信だけではなく受信[3]も行う。送信に関しては親局と同じものを使い、
受信に関しては新たに送信の逆の過程で、ダウンコンバートをするシングルスーパーへテロダイ
ン(Superheterodyne)法を使用した。図 2.7.1に子局のブロック図を示す。 
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図 2.7.1 子局ブロック図(アンテナ数 1の場合) 
 
 図 2.7.1 のブロック図はアンテナを 1 つとした場合であり、アンテナの前の部分にあるアイソ
レーター(方向性結合器)で十分な送受信分離度がとれればこのタイプでよいが、うまくとれなかっ
た場合にはアンテナを 2 つ用意し、送信と受信をそれぞれのアンテナで使用し送信側の漏れこみ
を抑える手法で行う。その場合のブロック図を図 2.7.2に示す。 
 
 
図 2.7.2 子局ブロック図(アンテナ数 2の場合) 
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今回は、親局のシミュレーションで送信回路があり、子局では受信のシミュレーションをする
ため受信部分のみを製作した。図 2.7.3に受信回路図を示す。LO部についても親局の受信データ
を 1kHzに落とすために 4901kHzに周波数を設定し、それを PCK8000という局部発信機で作る
ための回路を使用したため、その回路図も図 2.7.4 に示す。また、今回は S/N を上げるために直
交検波方式を採用した。そのため受信信号を 2ch に分波し、ダウンコンバートする際にそれぞれ
直交した OSC信号を LOとして使用した。そのため、受信機出力には直交した 2chの出力が出て
くる。これらの直交した成分をそれぞれ収録し、ソフトで処理をするような構成とした。 
 
 
図 2.7.3 受信機回路図 
 
 
 
図 2.7.4 局部発信部の回路図 
 
実際に親局で生成した信号をこの回路を通してダウンコンバートした結果を図 2.7.4に示す 
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図 2.7.5 親局信号の受信波形 
 
図 2.7.5の白線と赤線は、それぞれ直交された OSC部でダウンコンバートした信号であるため
直交して受信されている様子が見える。これらの波形のスペクトルを図 2.7.6に示す。 
 
図 2.7.6 親局信号の受信波形 
 
親局で生成した搬送波を 1 kHzに落としたため、そのスペクトルが 1kHzのところに立ってい
る。400 Hzで変調したベースバンド信号の成分が 1 kHzから±400 Hz離れた 600 Hz,1400 Hz
のところに立っている。今回は USB と LSB の信号レベルの差(分離度)がほとんどないが、次節
の上下側波帯分離度評価の節で SSBとして働かせるために分離度をとった結果を記す。 
RF入力レベルと出力レベルの特性を測定することにより、受信機の感度とダイナミックレンジ
を評価する。 
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RF 周波数：5006 kHz、入力レベル：-30 dBm～-130 dBm 
LO 周波数：5007kHz  
アンテナが受信する信号強度は-40 dBm以下～-90 dBmである。図 2.7.7より雑音レベルは
-90dBmであった。これより RF入力レベルが-90 dBmでの S/N比は、5006 kHzでは 50 dBm
確保することができた。これは HFD観測をする上では充分な S/N比である。また、RF入力レベ
ルが-20 dBm以上で飽和している。受信信号強度は最大で-40 dBmであるのでアンプによる歪の
問題となることはないと考えられる。 
 飽和レベルと雑音レベルの差が受信機のRF入力レベルにおけるダイナミックレンジであり、
120dB確保することができた。 
 
 
図 2.7.7 受信機のダイナミックレンジ 
 
 
2.8 位相ずれ問題 
調布から送信した JG2XA 送信局の直接波を受信し、ドップラシフトのない状態で同期検波を
行った。ドップラシフトがないため、400Hzに SSB信号は存在する。 
受信機は 1kHzにキャリアをダウンコンバートするため、モールス信号は 600Hzのスペクトル
として出てくる。この 600Hz信号をフィルタで抜きだして 600Hzの正弦波を乗算することで、
モールス信号の矩形波が出てくることが予想できる。また、90秒ごとに位相が反転しているため、
ダイナミックレンジ 
雑音レベル 
飽和レベル 
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復調したときにプラス側とマイナス側に明確に信号波が出る。復調方法のプロセスを以下に示す。 
 
 
図 2.8.1  BPSK同期検波の復調プロセス 
 
 再生波 600Hzの正弦波を乗算した結果を以下に示す。 
 
 
図 2.8.2  直接波の PSKの復調結果 
 
 図 2.8.2 は、位相もしくは周波数がずれている状態であり、きちんとこれらが一致している
場合には 1,-1の繰り返しで矩形波状に表れる。位相を変化させてもう一度復調した結果を以下に
示す。 
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図 2.8.3  直接波の PSKの位相を変えた復調結果 
 
 位相を合わせようと試みたが、周波数がわずかにずれているため、どれだけ位相を変化させ
ても矩形状にならないことがわかった。 
ダウンコンバート型の受信機を使用せずにラジオによる AM検波をし、400Hzの信号を復調し
た結果は以下のようになった。 
 
 
図 2.8.4  ラジオによる AM検波結果 
 
 この結果の発振器を利用しないラジオでは周波数ずれの問題は見られなかったため、ダウンコ
ンバート型の受信機に問題があると判断した。ダウンコンバート型の受信スペクトルを以下に記
す。  
図 2.8.5  ダウンコンバート型受信機の受信スペクトル 
33 
 
 
このスペクトルより、搬送波が 1kHz にたっており、モールス信号の SSB が 600Hz に表れて
いることがわかる。600Hzの信号がずれていたが、搬送波でも周波数ずれがあるのか確認を行っ
た。 
搬送波の受信波形は以下のようになる。 
 
図 2.8.6  ダウンコンバート型受信機の搬送波波形 
 
これに 1kHzの正弦波を乗算すると以下のようになった。 
 
図 2.8.7 搬送波に 1kHz正弦波を乗算した結果 
 
図 2.8.7 より、約 100 秒周期の波が見られ、これがずれに相当する。100s の逆数より 10mHz
程のずれがあると考えられる。 
この原因として、送信側の発振器と受信側の発振器が異なるものを使用しており、同期がとれ
ていないことが考えられる。 
この問題を確認するために、受信機を送信局で使用し同一発振器で制御する実験を行った。 
その受信データから 600Hzを BPFで取り出した結果を以下に示す。 
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図 2.8.8 送信機と同一発振器を使用した 600Hz受信波形 
 
これに再生波である 600Hz正弦波を乗算すると以下のようになる。 
 
 
図 2.8.9 送信機と同一発振器を使用した受信機による復調結果 
 
これより周波数ずれがなくなり、同期がとれていることが明らかになった。 
また、FFT 入力に 3600s 分データをいれ、高分解能にてスペクトルを見た結果、7~11mHz の周
波数ずれを直接波の受信データから確認することができた。 
そのスペクトルは以下のようになる。 
 
 
図 2.8.10 直接波の搬送波スペクトル 
 
この時の周波数分解能は 0.33mHzで、搬送波からのずれは 7mHzであった。 
このずれの分だけ再生波に補正し復調を行った結果、以下の上図から下図のように矩形状へとな
った。 
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図 2.8.11 発振器による周波数ずれ検討結果 
 
以上より、送受信側で異なるルビジウム発振器を使用していたとしても、その分の周波数オフ
セットを補正する必要がある。 
また、現在使用しているルビジウム発振器には GPSの 1pps信号を入力することで、長期安定
が図れるため、一度周波数確度の補正を行うと長期観測にも対応することができる。安定度につ
いては図 2.8.12に示す。周波数確度の問題については、後の節で GPS時刻を利用した A/D変換
器の同期について説明する。 
 
 
図 2.8.12 ルビジウム発振器(PRS10)の安定性 
PRS10-Rubidium frequency standard with low phase noiseより引用 
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第 3 章 HFD観測を併用した通信システムの評価 
3.1  上下側波帯分離度評価 
側波帯の信号レベルは、反対側の側波帯のレベルと大きく離さなくてはならない。送信の際に
LSBに信号を乗せ、USBは打消しておかなければ、受信側に漏れこみ、飽和もしくは混信してし
まう。分離度を大きくとるために、親局入力の I,Q 信号の位相、振幅を細かく調整し、どの程度
変化するか検出を行った。その検出については、高周波用のスペクトルアナライザでは周波数分
解能が 300Hzしかないため、正確に読み取ることができない。一度受信機でダウンコンバートし
て高分解能の低周波用のスペクトルアナライザで検出することによってUSBと LSBの分離をし
て検出を行った。分離度の値を細かく見ていくために GPIB 通信を用いてソフト的に I,Q 信号の
位相と振幅を自動で変化させていきグラフにしたものを図 3.1.1、図 3.1.2 に示す。図 3.1.1 は横
軸が位相[°]、縦軸がUSBと LSBのレベル差[dB]、図 3.1.2では横軸が振幅に乗算した値、縦軸
が USBと LSBのレベル差[dB]となっている。 
 
 
図 3.1.1 分離度測定の位相走査結果 
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図 3.1.2 分離度測定の振幅走査結果 
 
 図 3.1.1より位相が 84°のときに分離度が最も多くとれており、50dBであった。図 3.1.2では
振幅が 1倍のときに最も分離度が取れることが明らかとなった。 
そのときのスペクトルを図 3.1.3に示す。 
 
 
図 3.1.3 上下分離度最大時のスペクトル 
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搬送波を 1 kHzにダウンコンバートしているため、1 kHzのところに 5006 kHz、そこから 400 
Hz離れた 600 Hz、1400 Hzのところに上下側波帯が現れる。今回は 1400 Hzのところに SSB
信号を作っており、分離度は 50dB得ることができた。 
 
3.2  方向性結合器による送受信分離度評価 
送信部分が受信部分に漏れこんでくることは前節で説明したが、それらを分離する必要があり、
方向性結合器の一種であるラットレース回路によって送受信の分離度を測定した。ラットレース
回路の構成図を図 3.2.1に示す。 
今回使用する 5006 kHzの信号を P1に入力し、P4で 50Ω終端とすると、P2、P3では 3dB電
力が落ちて出力され、P4に出力は現れない。P2、P3 間にはアイソレーションがあり、今回は送
信アンテナと受信アンテナをそこにつけることによって送受信の分離度(アイソレーション)を測
定した。また、途中の経路はすべて同軸ケーブルを使用して正確に長さを調整してあげることで
P2と P3では逆相となって打消しが起こりアイソレーションがとれるといった原理になっている。 
5006 kHzでは、波長が 59,928 mであり、今回使用した同軸ケーブルは波長伸縮率が 0.67であ
るため、以下のようにケーブルの長さと本数を用意する必要がある。 
同軸 λo/4 = 59.928×0.67×0.25 = 10.038 m  3本 
同軸 3λo/4 = 59.928×0.67×0.75 = 30.114 m 1本 
ラットレース回路では位相をきちんと合わせなければ分離度がとれないため、ネットワークア
ナライザを使用してそれぞれのケーブルの位相を電気的に測定した。 
 
 
図 3.2.1 ラットレース回路の構成図 
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製作したラットレース回路の特性をネットワークアナライザで測定した結果を以下に示す。 
 
 
図 3.2.2 5006 kHzにおけるラットレースの特性 
 
 
図 3.2.3 5006 kHzにおけるラットレースの特性 
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今回のラットレースの製作によって送受信の分離度が 35 dB とることができた。送信信号は
100 mW(20 dBm)であり、送信側波帯の電力は 0 dBm、反対側の側波帯-50dBmとなる。この電
力で信号が受信側に漏れこんでくるが、受信側の雑音レベルの-90 dBmのレベルより低くもって
いくには不十分である。このため、ラットレースではなく別の方向性結合器で分離度をとるかも
しくは送信アンテナと受信アンテナを二つ用意し、ヌル方向にしかつ距離を置いて設置する方法
に持っていく必要がある。次節のアンテナヌル方向による送受信分離度評価についてアンテナを
2つ用いる場合の分離度について評価する。 
3.3  アンテナヌル方向による送受信分離度評価 
 送信アンテナはホイップアンテナ(303WA-2 ApexRadio)を使用し、受信アンテナは実際に
HFD観測に使用しているループアンテナを使用して、受信レベルの最大電力と最小電力になる値
を測定した。1.5 m離した状態で受信電力の最大値は-67.27 dB、ヌル方向に受信アンテナを回転
させた最小受信電力は-86.94 dBであった。アンテナをきちんとヌル方向に設定することで 20 dB
分離度がとれることが明らかとなった。 
 次にアンテナ間の距離を徐々に離していき、距離特性を調べた結果を図 3.1.1に示す。 
 
 
図 3.3.1 送受信アンテナ間距離と受信電力の関係図 
 
図 3.3.1の横軸は送受信アンテナ間の距離[cm]であり、縦軸は受信電力[dBm]となっている。 
16 m離したところでは、30 dB受信電力が落ちることがわかり、距離に比例して受信電力は減
衰している。この時点でヌル方向に設定すると最低でも 50 dBの分離度が確保できる。 
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3.4  回線評価 
3.2 節の方向性結合器による送受信分離度評価と 3.3 節のアンテナヌル方向による送受信分離
度評価の結果では、ラットレースによる分離度が 35dB であったのに対して、アンテナヌル方向
の分離度は 50 dB以上であった。また、親局送信は搬送波が 200W(53dBm)、USB が 33 dBm、
LSBが-23 dBmとして、子局送信は搬送波が 0.1 W(20 dBm)、LSBが 0 dBm、USB が-50 dBm
として、親局(調布)から子局(菅平)におけるアンテナ利得も含めた伝搬減衰は 100dB として回線
設計図を作成した。 
 
図 3.4.1 回線設計図 
 
3.5  受信 S/N評価 
 製作した受信機を菅平宇宙電波観測所に設置し JG2XA から送信された 5006 kHz の電波を観
測したスペクトルを図 3.5.1 に示す。今回製作した受信機は局部発信部に直交した信号を入れて
ないため直交検波はできないが、受信できていることが確認[8]できた。今回は受信アンテナ 1つ
に対し受信機が 2個接続してあるので(既存のHFD観測受信機と今回設置した受信機)既存の受信
機の局部発信機の信号(5005.992Hz)が今回設置した受信機に漏れこんでいるため 1000Hzだけに
受信信号が出る予定であったが、1008Hzにもスペクトルが立つ。1000Hzのところのスペクトル
はドップラシフトの影響を受けているため広がって現れる。1008Hz の信号は局部発信機から生
成された信号であるため一定で出力されるが、1000Hz のスペクトルは電離層の影響を受けるた
め昼と夜、季節等によって受信電力が時間変化する。冬の夜に電離層は最も電子密度が低くなっ
ているため受信電力も一年で最も弱くなる。図 3.5.1は 2013年 1月 29日 13時のデータであり、
冬の夜の受信データとなっている。 
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図 3.5.1 菅平における受信スペクトル 
 
3.6  シミュレーションによる通信特性推定 
今回のこの実際に電離層反射をして伝搬してきた信号を使用して、1 kHzの受信信号だけを取
り出しに BPSK変調をかけその復調を行うことで、電離層経由をした信号に BPSK変調がかかっ
て到来した信号と同じものを疑似的に再現することができる。このシミュレーションによって通
信がどのレベルまでなら行えるか検証をする。 
まずはドップラシフトを受けていない状態での S/Nのみ変化させたシミュレーションを行った。
菅平で受信した信号の背景雑音を使用し信号のきてない 900 Hz のところに正弦波形を与え、そ
の波形に BPSK(1,0,1,0,1 情報)を入れ復調を行った結果を以下に示す。通信速度は帯域幅を狭く
するために 0.1 bit/sとして変調信号を入れた。入力レベルのみを変えているため S/Nのみが変化
する。帯域幅を 1 Hzとしたとき、雑音レベルより 10 dB下まで復調が可能であることが確認で
きた。さらにこの状態にHFDから得られたドップラシフトを電離層の変動周期である 10秒周期
でかけて bit判定を行った。 
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図 3.6.1 ドップラ追従を行ったときの帯域内での bit判定結果 
 
 
図 3.6.2 帯域から 0.2 Hz外れたときの bit判定結果 
 
 ドップラシフトの影響を受けると周波数同期がとれずに復調に失敗してしまう。しかし、HFD
のデータのフィードバックによりドップラ追従を行えばきちんと帯域内に収まり bit 判定に誤り
が出なくなることを確認できた。 
 
3.7  実信号を利用した通信特性評価 
3.7.1 100km以上の通信評価方法および仕様 
 送信点を調布、受信点を菅平として、以下の仕様で送信されているモールス ID信号の解析を行
い、受信評価を行った。 
表 3.7.1 送受信時の仕様 
送信点：調布(東京) 受信点(菅平) 
通信距離 146 km 
送信 ID JG2XA送信局モールス ID 
ID送信周期 90秒(1周期毎に位相が反転) 
検波方法 振幅検波、位相検波 
帯域幅 20 Hz 
 
従来のモールス ID信号は、正確な 400 Hz信号ではなく、かつ送信周期も安定していなかった
ため、送信局のモールス ID 信号を発生させている VoiceKeyer を、NI 社の DAQ6251 を使用し
て信号処理して作成した信号で置き換えしアップコンバージョンして送出を 2014 年 4 月から行
った。また、DAQのクロック動作を、ルビジウム発振器により生成した高安定の外部クロックを
採用することで、長期安定した信号を送ることを可能とした。 
モールス ID信号は短点が 0.1秒、長点が 0.3秒となっているため、帯域 20 Hzよりも狭めてい
くとモールス信号の矩形波の高調波成分がフィルタリングされ、検波のエネルギー損実につなが
ることを確認した。以下に実際に使用しているモールス ID信号の波形を示す。 
90 秒周期でモールス信号は繰り返されるが、実際に音が鳴る時間は 38 秒のみであり、さらに
ON になっている時間は 16.8 秒となっている。これは、送信局免許を変更して 90 秒間連続出力
できれば、実効帯域が狭くなり、フィルタの帯域を 20 Hzよりも狭めることができ、かつ ONの
44 
 
時間も長いため検波の効率を高くすることができる。この方法を実現できれば現状より 30 dBの
S/N 改善が見込めるため、通信速度を上げてより実用的な回線として使用することも可能と考え
られる。 
 
 
図 3.7.1 モールス ID信号波形 
 
 
図 3.7.2 送信スペクトル 
 
今回は 2 種類の検波方法にて受信評価を行っている。それぞれの検波方法のブロック図を以下
に示す。 
 
図 3.7.3 振幅検波ブロック図 
 
 
図 3.7.4 位相検波ブロック図 
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振幅検波については、2 乗検波を採用している。今回使用している受信機は直交検波したソフ
トウェア型受信機であるため、I 信号と Q 信号の受信データが存在する。それぞれの直交した受
信データを 2乗した後に加算し、LPFに通すことで包絡線だけを抽出している。モールス信号が
ON の時だけのエネルギーを見ることになる。判定の際には、モールス信号の波形からわかるよ
うに、90 秒の後半部分は常に OFF 状態であるため、雑音のみとみなすことができる。ON の区
間とこの OFFの区間を比較することで判定を行った。 
位相検波に関しては、RZ-SSB 方式[11],[12]と似た信号処理を今回使用している。受信信号は、
電離層反射をして到来するため、ドップラシフトの影響を受けている。また、送受信間で A-D変
換器のタイミングや使用している発振器の位相が違うため、周波数、位相のずれが生じている。
これは、主搬送波、副搬送波にも共通して影響している。近接周波数においては同じドップラシ
フトを受けているとみなすことができるため、主搬送波および副搬送波では、A-D 変換器のタイ
ミングおよび発振器間のずれを含めて同じ周波数遷移を起こしているため、相関性が高い。この
相関性を利用して、主搬送波と副搬送波をフィルタで抜きだした後に乗算することで、スペクト
ル拡散における逆拡散処理と同じように拡散成分が 1 つの周波数に収束する。相関性を利用して
いるため S/N が高くなり、平均位相を読みだすことで 90 秒ごとの位相が反転していることを判
定する。 
 
3.7.2 2014年 4月における通信評価 
図 3.7.5に 2014年 4月の 1ヶ月統計をとった BER 特性図を示す。 
受信時には、SSB 信号として送信されたモールス ID 信号が受信されるが、実際には弱いレベ
ルで反対側の側波帯も受信される。搬送波をダウンコンバートした信号は 1 kHzで受信されるた
め、400 Hz離れた信号は、600 Hzと 1400 Hzとして受信される。600Hz側の側波帯と、1400Hz
側の側波帯の電力は異なり、それぞれ送信電力毎に評価することができる。また、図中には AWGN
チャンネル下での ON-OFF-Keying(OOK)と BPSK 信号を通した際の理論値による BER 曲線を
参考として掲載した。それぞれのプロットは 1時間で 40 bitあるとみなし、その中からいくつエ
ラーが発生したのかをプロットしている。1 時間のうちで平均的に C/N が変わることも少なくな
いため、区切る時間をどの程度にするべきかを議論する必要がある。今回は、エラーなしの場合
を便宜上 1E-3としてプロットを行った。 
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図 3.7.5 2014年 4月の 1ヶ月統計 BER特性(左上：5006 kHz振幅検波、左下：8006 kHz
振幅検波右上：5006 kHz位相検波、右下：8006 kHz位相検波) 
 
図 3.7.5の 5006 kHz振幅検波の BER特性は OOKの理論曲線に沿った形で、C/N が高くなる
につれてエラーも少なくなることが得られた。フェージングと昼間の D層吸収時に C/Nが低下す
るため、対策が必要となる。5006 kHz 位相検波に関しては、理論曲線が OOK よりも 3dB 内側
にあるため、半分の電力で OOKと同程度の BER特性が得られることが予想される。しかし、受
信時の C/N が高いにもかかわらず、エラーを起こしているプロットが複数あることがわかった。
8006 kHzに関しては全体的に 5006 kHzの BER特性に比べて BER特性が悪い縦軸上方向にシ
フトしたことが、振幅検波および位相検波の両方で確認できた。 
2014年 4月 23日を例に、5006 kHz位相検波の C/Nが高いにもかかわらずエラーが出る原因
について調べた。1日の 5006 kHz電波の位相の変化についてプロットした図を以下に示す。 
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図 3.7.6 2014年 4月 23日における 5006 kHz電波の位相の変化 
 
90秒ごとに位相は反転して送信しているため、位相の値は図 3.7.6のように 180度変化してい
く。11～13 時に位相が 100 度程急激に変化していることがこの結果から読み取れる。ここで、
NICT の国分寺イオノゾンデ観測の高さ変動の結果および臨界周波数の結果を用いて作成した図
を以下に示す。 
 
 
図 3.7.7 イオノゾンデ観測による 2014年 4月 23日の反射高度および臨界周波数 
 
 図 3.7.7では黒いプロットが F 層反射で、赤いプロットは E層反射を示している。また、上
図の青線は 5006 kHz のラインを示しており、この周波数を超えた臨界周波数がプロットされて
いるときに F 層反射をして伝搬していたものが E 層に変化したことを意味している。F 層の
300kmの反射高度から E層の 100kmの反射高度まで急激に下がった場合、伝搬時間にして 1 m
秒以上の変化がある。位相検波では 400 Hzの位相を測定しているため、その波長の 2.5msの半
波長程度の変化となる。イオノゾンデ観測の結果と見比べることにより反射高度の急激な変化に
よる群遅延が位相回転を起こし、位相検波におけるエラーを発生させていたことが判明した。 
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3.7.3 150Hz信号の導入による電離層反射高度変化への対策 
 電離層反射高度の変化による、位相回転の問題を解決するために、モールス信号を 400 Hz
信号に加えて 150 Hzのトーン信号を導入した。400 Hzの波長は 2.5 msであり、150 Hzの波長
は 6.6 msとなるため、調布-菅平における 146 kmの通信距離で、反射高度が 300 kmから 100 km
へと変化したときの群遅延時間は 1.23 msとなる。150 Hzの波長に比べると、67度となるため、
半波長回転することはなくなり、エラーが発生しなくなる。搬送波に近接しすぎず、倍長波が 400 
Hzに重ならない 150 Hzを選択した。150 Hz信号によって、E層への反射高度変化による位相
回転エラーの問題が解決したのかを調べるために、2014年 10月において BER特性を導出した。
その結果を以下に示す。 
 
 
図 3.7.8 2014年 10月における 400 Hz信号の BER 特性(左上：5006 kHz振幅検波、左下：
8006 kHz振幅検波右上：5006 kHz位相検波、右下：8006 kHz位相検波) 
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図 3.7.9 2014年 10月における 150 Hz信号の BER 特性(左：5006 kHz位相検波、右：8006 
kHz位相検波) 
 
図 3.7.8では、位相検波 5006 kHzの結果は C/Nに比例して検出確率が上がっていることが確
認できた。これは、2014 年 4 月にみられた C/N が高く検出確率が低い問題のエラーがないこと
を意味している。この理由は、10月では冬季の電離層伝搬となり、反射高度が F層の下部となり、
4 月と比べて反射高度が低くなっていることが原因となっている。冬季においては反射高度の変
化による位相回転が、400 Hz信号であっても反転するほど起こることがなく、エラーも発生しな
い。しかし、4 月のように反射高度が高くなる季節や、QPSK 等の位相をより分割していく伝送
を考えたときには、150 Hz信号のように群遅延量が副搬送波の波長のどの程度影響してくるのか
を考慮して使用しなければならない。 
また、150 Hz信号は、400 Hz信号よりも 6 dB低いレベルで受信される。これは、送信機内部
のフィルタにより、低減されることが原因となっており、位相に関しても 400 Hz信号と 60度程
違いがある。 
図 3.7.10、図 3.7.11に 2014年 10月 12日 20時における副搬送波 400 Hzの位相、C/Nおよび
判定結果と 150 Hzの位相、C/Nおよび判定結果を示す。400 Hzの場合には、21 bitと 30 bitに
位相飛びによるエラーがあったが、150 Hzの場合では波長が 400 Hzよりも長いため、位相飛び
が軽減され、通信エラーとして検出されなくなった。 
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図 3.7.10 2014年 10月 12日 20時における副搬送波 400 Hzの位相、C/Nおよび判定結果 
 
 
図 3.7.11 2014年 10月 12日 20時における副搬送波 150 Hzの位相、C/Nおよび判定結果 
 
図 3.7.12に 2014年 11月における 400 Hz信号の BER 特性を、2014年 12月における 400 Hz
信号の BER 特性を示す。11 月における 5006 kHz の振幅検波は C/N 依存しており、
AWGN(additive white Gaussian noise)チャンネル下の OOKの理論曲線に沿ってプロットされ
る。また、5006 kHzの位相検波も C/N依存したプロットとなり、振幅検波よりも 3 dB低い電力
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で同程度の BER が得られた。2014 年 4 月の時に発生した位相回転は 10 月同様に反射高度が低
いため、発生しなかった。 
 
 
図 3.7.12 2014年 11月における 400 Hz信号の BER 特性(左上：5006 kHz振幅検波、左下：
8006 kHz振幅検波右上：5006 kHz位相検波、右下：8006 kHz位相検波) 
 
 
図 3.7.13 2014年 12月における 400 Hz信号の BER 特性(左上：5006 kHz 振幅検波、左下：
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8006 kHz振幅検波右上：5006 kHz位相検波、右下：8006 kHz位相検波) 
8006 kHzの振幅検波において、全体的に C/Nに対して BER特性が低下する結果となった。こ
れは、4 月、5 月、6 月においても 10 月、11 月、12 月においても同様に発生しており、原因を
調べた。2014年 10月 31日 16時において、22 bit目と 33 bit目に雑音電力が急激に高くなるこ
とがあった。 
 
 
図 3.7.14 2014年 10月 31日振幅検波の結果 
 
 同日の 16時の 22 bit目における受信機出力後の波形を以下に示す。 
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図 3.7.15 2014年 10月 31日 16時の受信機出力波形 
 
 図 3.7.15の波形を音声出力として実際に音を観測した。1980 sからはモールス信号の音声と
して聞くことができたが、モールス OFF区間の 2020 sから混信による、他局の放送もしくは通
信の音声が聞き取れた。これは、モールス信号よりも 10 dB以上強いレベルで入ってきており、
振幅検波においては通信エラーを引き起こす。モールス ON 区間に入るケースも高頻度であり、
8006 kHz電波は 1年を通して BER特性が低下することが明らかとなった。この対策として、異
常なレベルの信号が入った際にはキャンセルする手法を今後とる必要がある。位相検波ではエネ
ルギーを判定に直接使用していないため、極端に BER が低下することはなかった。 
 
3.8  電離層反射高度の導出 
 HFD観測システムでは、5006および 8006 kHzにおいて 24時間連続で 200 Wの搬送波送
信を行っている。通常の電離圏変動観測には、この搬送波のドップラシフトを用いているが実際
の反射高を求めることができないため、反射高度は他の方法に頼らざるを得ない問題がある。 
HFD観測システムを非常時通信活用するために、副搬送波 400 Hzのモールス ID信号位相解
析を行っていた際に、電離層の高度変化に伴って位相回転が起こることを発見し、従来測定でき
なかった反射高度変化の算出を可能とすることにつながった。 
 これまでのHFD高度算出にはNICTイオノゾンデデータから、15分分解能で高度情報を取
得していたが、本節の手法では 90秒の時間分解能を得ることが可能となった。 
 
3.8.1 電離層反射高度測定 
図 3.8.1に HFD観測とイオノゾンデの観測概念図を示す。 
HFD 観測では、送信点を調布(東京)、受信点を菅平(長野)としており、NICT イオノゾンデの
垂直観測では、送受信点が国分寺(東京)、斜め観測では送信点を国分寺(東京)、受信点を菅平(長野)
としている。 
イオノゾンデ観測ではパルス送信を 15分毎に行っており、送信パルスと受信パルスの遅延時間
によって反射高度を算出している。ここでは実際に反射している高度ではなく、見かけの反射高
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度を観測しており、本研究では、90 秒毎のモールス ID 送出波形の位相変化を受信側で観測し、
イオノゾンデと同じく群遅延としての電離層反射高度の変化を算出している。 
電離層反射高度を計算する際には、電波群遅延のレイ通路長、媒質中の電子密度変化による位
相が進んだ通路長の 2 種類を考慮する必要がある。群通路長とはエネルギーの伝搬するレイ方向
に、イオノゾンデ観測では送信パルスの遅延時間から高度を算出する方法を採っており、群通路
長をみていることになる。一方 HFD 観測では屈折率が異なる媒質中を伝搬するとき位相進みが
起こり、位相通路長は群通路長をより短くなる。本研究では、連続変調波の位相を送受信点間で
正確に測定することにより群遅延を求めているので、前者の群通路長を測定していることになる。
群遅延から算出した高度及び、位相通路長から求めた反射高度の比較を行った。 
 
 
図 3.8.1 HFD観測とイオノゾンデの観測概念図 
 
3.8.2 電離層反射高度変化による群遅延観測原理 
3.8.2.1 本システムによる反射高度の導出方法 
HFD観測で使用している 5006及び 8006 kHzの搬送波に、400 Hzのモールス ID信号変調副
搬送波として片側波帯で送信している。電離層反射信号の絶対位相を求めることはできないが、
搬送波を基準信号として、副搬送波の相対位相を測定することができる[1]。また、電離層を反射
した電波はドップラシフトを受け、スペクトルが拡散する。近接周波数の 2 本の搬送波において
同じドップラ拡散の影響を受けた場合、それらを乗算することで相関処理による逆拡散としてス
ペクトルがシャープな状態に戻る。ドップラスプレッドを抑え位相変化(群遅延)を求める信号処理
により、反射高度の変化を求めることが可能となった。以下にドップラシフトを打ち消す過程を
記す。 
送信信号𝑝は、搬送波と片側波帯(副搬送波)の 2つで表すことができ、以下のようになる。 
𝑝 = 𝐴𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑐𝑡 + 𝜃𝑐) + 𝐵𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑝𝑡 + 𝜃𝑝)  式(3.8.1) 
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この送信信号は電離層反射時の高度変化および伝搬路上の電子密度変化によるドップラシフト
の影響を受ける。受信信号を𝑟とすると以下のように表せる。 
𝑟 = 𝐴𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑐𝑡 + ∆𝜔𝑐𝑡 + 𝜃𝑐) + 𝐵𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑝𝑡 + ∆𝜔𝑝𝑡 + 𝜃𝑝)  式(3.8.2) 
BPFにより搬送波と片側波帯成分を抽出し、乗算する。 
𝑟𝑐 = 𝐴𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑐𝑡 + ∆𝜔𝑐𝑡 + 𝜃𝑐)  式(3.8.3) 
𝑟𝑝 = 𝐵𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑝𝑡 + ∆𝜔𝑝𝑡 + 𝜃𝑝)  式(3.8.4) 
𝑟𝑐 ∙ 𝑟𝑝 =
𝐴𝐵
2
(𝜔𝑐𝑡 − 𝜔𝑝𝑡 + ∆𝜔𝑐𝑡 − ∆𝜔𝑝𝑡 + 𝜃𝑐 − 𝜃𝑝) +
𝐴𝐵
2
(𝜔𝑐𝑡 + 𝜔𝑝𝑡 + ∆𝜔𝑐𝑡 + ∆𝜔𝑝𝑡 + 𝜃𝑐 + 𝜃𝑝)  式
(3.8.5) 
近接した周波数であるため、ドップラシフトの値は同じとみなすことができるため、以下の近
似式を適用する。 
∆𝜔𝑐 ≈ ∆𝜔𝑝 
ここから差周波数成分を BPFで取り出すと、 
𝑟𝑐 ∙ 𝑟𝑝 =
𝐴𝐵
2
(𝜔𝑐𝑡 − 𝜔𝑝𝑡 + 𝜃𝑐 − 𝜃𝑝)  式(3.8.6) 
となり、ドップラシフトの影響が消え、位相情報𝜃𝑐 − 𝜃𝑝のみが残る。 
この方法はルビジウム原子発振器による高安定周波数安定度が保証され、しかも送受信タイミ
ングを正確に制御しているので、 
𝜃𝑐 − 𝜃𝑝 = 𝑇𝑔(𝜔𝑐 −𝜔𝑝) 式(3.8.7) 
から𝑇𝑔が求まることから実現可能となっている。差分周波数である 400 Hzの位相情報(群遅延)
から、400 Hzの等価空間波長が 750kmであり、1度の精度で位相を求めることができれば 2.1 km
の距離分解能で観測することが可能となる。 
 
 
図 3.8.2  AM変調の波形及びスペクトル 
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図 3.8.3 送受信点間の簡易モデル 
 
3.8.2.2 HFD観測による反射高度の導出方法 
HFD観測では電離層反射によるドップラシフトの観測を常時行っている。 
電離層反射点(等電子密度面)の移動に伴いドップラシフトは起こるため、ドップラシフトから移
動速度を算出しそれを積分することによって反射高度への変換を行った。𝑣𝑧は垂直方向の反射点
の移動速度、∆𝑓[Hz]はドップラシフト、𝜃[°]は入射角、𝑓[Hz]は使用周波数、𝑐[m/s]は高速、𝑧[m]
は高さとなる。 
𝑣𝑧 =  −
∆𝑓𝑐𝑜𝑠𝜃
2𝑓
𝑐  式(3.8.8) 
𝑧 = ∫ 𝑣𝑧𝑑𝑡
𝑇2
𝑇1
  式(3.8.9) 
 等電子密度面の速度を垂直変換し、積分することで反射高度変化に変換を行った。 
これは、群遅延ではなく位相進みを見ていることになる。 
 
3.8.3 各観測方法から得られた高度結果の比較 
図 3.8.4 に本システムおよびイオノゾンデ観測[14]から得られた電離層反射高度、図 3.8.6 に
HFD観測から求めた見かけの反射高度を示す。2014年 4月 23日の 5006 kHz周波数での日変化
を示しており、時間分解能は本システムが 90秒、HFD観測が 10秒、イオノゾンデ観測 15分と
なっている。また、本システムおよび HFD 観測から求めた反射高度は高度の変化量のみが得ら
れるため、初期高度オフセットはイオノゾンデ観測から補正を行った。 
 図 3.8.4 より、本システムから求めた反射高度とイオノゾンデ観測による反射高度はほぼ一
致した結果となった。各観測方法による反射高度を重ねた結果を図 3.8.7に示す。図 3.8.7では朝
方(4～6時)には高度が上がり、11から 13時にはスポラディック E層(Es層)の出現により、F層
反射をしていた電波が Es層の反射高度に変化したことが確認できた。また、図 3.8.5の HFD観
測からの結果では Es層の検出ができず、フレネルゾーンより大きな構造を持ったスポラディック
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E層を見ていることが確認できた。図 3.8.7では HFD観測の結果を異なるオフセットで 4本同時
に載せ、高度が一致するように合わせ図 3.8.8 とした。群遅延による観測では連続で観測できた
が、HFD観測ではドップラデータの不連続性を見ていることがわかった。さらに、群通路では反
射高度が高く、位相通路では低くみえ、リアルハイトはその中間点にくる。HFD観測では伝搬路
の電子密度の不均一性から位相通路長の変化がドップラシフトとして現れ、D、E、F1 層の電子
密度の積分をみていることになる。これより電離圏下部の TEC導出が可能と考えられる。 
 現観測システムでは送受信機内遅延、副搬送波送信タイミング誤差により距離確度が得られ
ない。今後 GPS受信機を観測システムに導入して送受信タイミングを制御することで、信号の到
達時間を 1 μs の精度まで特定可能とし、反射高度測定の精度を向上させることができる。また、
斜めイオノゾンデ観測により、国分寺-調布間のオフセット高度を得ることで、本システムの反射
高度測定の精度向上が見込め、高度オフセットの問題も解決することができる。 
 
 
図 3.8.4 本システム及びイオノゾンデ観測から得られた電離層反射高度 
 
 
図 3.8.5 2014年 4月 23日のドップラシフト 
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図 3.8.6 HFD観測から求めた電離層反射高度 
 
 
図 3.8.7 各観測方法の反射高度比較図 
 
 
図 3.8.8 各観測方法の反射高度比較図 
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図 3.8.9 観測高度における電子密度分布 
 
3.9  HF帯のフェージング環境 
 HF 帯の通信を行う際に、電離層反射の伝搬を利用するとフェージングの影響を受ける。フ
ェージングには、干渉性フェージング、偏波性フェージング、吸収性フェージングが存在する。
1.2.2 節では、受信電界強度の 1 日の変化図を示したが、昼間には D 層による受信電界強度の低
下がみられた。今回は、1 bps以下の通信において問題となる干渉性フェージングの周期及び受信
強度の低下の程度を調べた。 
 
 
図 3.9.1 2014年 4月 6日 00時における 1時間の受信電界強度 
 
 図 3.9.1 では、2014 年 4 月 6 日の 00 時からの 1 時間の受信電界強度を示している。干渉性
フェージングが起こったときには、合成波は逆相打消しにより急激に強度が低下する。図 3.9.1
では 20 dB 以上のフェージングの谷が何度も起こっていることがわかる。周期に関しては、5～
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200 秒と幅広くフェージング時間が分布している。通信において問題となるのは受信電界強度が
低下し、S/N を確保できないときであるため、今回はフェージングの谷の時間と頻度を調べた。
一定時間の中で平均レベルよりも 10 dB以上低下しているところをフェージングの谷であると定
義し、5006 kHz電波のヒストグラムをとった図を以下に示す。 
 
 
図 3.9.2 5006 kHz電波におけるフェージング周期と発生頻度 
 
図 3.9.2は、横軸をフェージングの周期として、1秒分解能で示しており、縦軸はその頻度とし
た、2014年 4月 6日の 1日における結果となっている。1秒のフェージングが 2000回以上起こ
っており、時間が長くなるにつれて頻度は下がる。本論文では 90秒周期の通信速度とみなして評
価を行っているため、90秒より長いフェージングは大きな問題となる。8006 kHz電波について
も同様に行った。 
 
 
図 3.9.3 8006 kHz電波におけるフェージング周期と発生頻度 
 
8006 kHz電波は、5006 kHz電波のときと比べて 1秒周期のフェージングの谷は 2倍以上起こ
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っていることが得られた。一方、長周期の頻度は少なくなる傾向が得られた。これは、8006 kHz
電波では、5006 kHz電波よりも波長が短いため、フェージング周期が短くなっていることを意味
している。全体特性としては 5006 kHz 電波と同様に短い周期から長い周期の発生頻度が緩やか
に低下する傾向がある。 
 
3.10  HF帯の雑音環境 
HF 帯の通信をシミュレーションで行う際に、受信電界強度、ドップラシフトは 1.2.2 節より、
過去の統計データから導入することができる。雑音に関しては、実測値からどのような分布にな
るのかを確認した。 
今回 2014年 2月の調布―菅平間の信号のないスペクトル空間から、帯域を 20 Hzとして雑音
信号を取り出し、1ヶ月統計を行った。その結果を図 3.10.1に示す。 
 
 
図 3.10.1 2014年 2月の１ヶ月統計雑音ヒストグラム(右上)、ガウス分布(左上)、類似度(左下) 
 
図 3.10.1 の右上の図は、2 月の１か月統計を取った１時間の雑音ヒストグラムとなっており、
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このヒストグラムから平均値μ、標準偏差σ(雑音平均電力)、歪度、尖度の値を出力した。 
また、左上の図はヒストグラムから得られたμ、σのパラメータを入力したガウス分布であり、
この 2つの図を割ることで左下図の類似度を求めた。今回は-2mV～+2mVの範囲ではガウス分布
的であり、類似度の高い結果が得られた。 
歪度：𝜅3 =
𝐸[(𝑋−𝜇)3]
𝜎3
        式(3.10.1) 
尖度： 𝜅4 =
𝐸[(𝑋−𝜇)4]
𝜎4
− 3 式(3.10.2) 
 
歪度とは、分布の歪みを表す指標であり、大きければ非対称性が強いことを意味している。0
より大きな値では右に、0 より小さな値では左に歪んだ分布となる。一方、尖度とは分布の裾の
重さを表す指標であり、大きくなるほど裾の重い分布となる。歪度、尖度がともに 0 をとるとき
は正規分布であることから、正規分布からの逸脱度として用いられる。 
 
 
図 3.10.2 2014年 2月の雑音標準偏差、歪度及び尖度 
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図 3.10.3 2014年 5月の雑音標準偏差、歪度及び尖度 
 
上図は 2014年 2月と 5月の雑音の標準偏差と歪度と尖度を示したものとなっており、雑音平
均電力(標準偏差)は 2月では 600 uV～1 mV、5月では 1.2 mV～1.5 mVの範囲であった。 
電離層反射により遠来してきた雑音であるかの確認をするために 2014年 5月 1日で受信電界
強度、１分毎の受信雑音電力の比較を行った。 
 
 
図 3.10.4 5006 kHzにおける 2014年 5月 1日の１分毎の平均雑音電力 
 
 
図 3.10.5 2014年 5月 1日の HFD5006 kHzの受信電界強度 
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図 3.10.6 2014年 5月 1日の HFD8006 kHzの受信電界強度 
 
上の 3つの図を比較したところ、今回雑音は 5006 kHzから抽出したため、昼間は D層吸収に
より強度が低下し、夜間は遠来による影響がでると予測される。しかし、図 3.10.4に示すように
平均雑音電力の推移は 13時から 18時まで高くなっているが、150 km伝搬してきた HFD5006 
kHzの受信電力は昼間低下しており、伝搬特性の違いから近傍の雑音であると判断できる。これ
により電離層反射による遠来雑音成分とは無相関であることが得られた。 
 
 
図 3.10.7 2014年 5月の HFD8006 kHzの 1ヶ月統計受信電界強度 
 
5月 1日だけでなく、1か月全体で統計を取った１分毎の平均雑音電力を示す。 
1分毎で見ていったときに、１時間以内の細かい変動は見られたものの、その変動は高い時でも
20%程度であった。  
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第 4 章 結論 
本研究では災害時における通信サバイバルを目的とした低電力で最低限通信のできるシステム
を開発し、既存のHFドップラ観測設備を活用しHF帯の電波を使った低電力長距離通信システ
ムの開発、観測 BOXの製作、総合的な通信評価を行った。本研究で得られた結論は以下のとお
りである。 
 
1． 非常通信対応を目的として調布キャンパスの UEC HFドップラ観測用実験局
JG2XA(5006,8006 kHz)の設備および IDモールス信号に対応した広帯域受信機を菅平に設置
して実際に非常通信システム構築可能性の受信評価を行った。 
 
2． 90秒ごとに送出した IDモールス信号の振幅および位相を 1ビット信号(伝送速度 40 bph)と
見なし、その検出結果から 1時間毎の等価的な検出誤差確率(BER)を求め、低電力送信(0.5 W
以下)では BERは 10-2で、低速通信が可能であることを示した。 
 
3． 電波法免許許容範囲内での調布－菅平(146 km)間の伝送実験評価を行い、振幅検波の BERは
C/N依存した。位相検波の BERは C/Nが高い時にも電離層反射高度の変化による位相回転
問題が発生したが、150 Hz信号を利用し対策することで C/N依存の関係に復元することが可
能となり、振幅検波よりも C/Nが 3 dB低い状態でも同程度の BER特性となった。 
 
4． 8006 kHzでは高い C/Nによる BER向上が期待できるが、フェージング、散乱伝搬による
C/N低下で BER低下の可能性が高く、また混信も発生しやすいため、5006 kHzとの周波数
ダイバーシティが不可欠である。 
 
5． 冬季の夜間では5006および8006kHz電波ともに散乱伝搬によって受信電力が低下するため、
他の通信路にて通信を行う必要がある。 
 
6． 送受信システムに必要な送信と受信の分離を図るため方向性結合器による分離度測定評価、
アンテナヌル方向による分離度の評価を行った。方向性結合器はラットレースを製作し結果
として分離度が 35 dB とることができたが十分な結果ではなかった。アンテナヌル方向によ
る分離度測定では 16 mで 50dB分離度の確保が最低でも確認できた。 
 
7． JG2XA送信局の監視システムを構築し 24時間監視、制御することを可能とした。 
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今後の課題 
 
今回は、調布―菅平回線でのみ評価を行ったが、他の通信路においても通信評価する。季節に
よってスキップゾーンのエリアが周波数毎に変化するため、常に回線維持可能な通信路を確保す
る必要がある。また、送信局免許変更を行って、従来のモールス ID信号とは異なった電波形式で
送信し、今回評価することができなかった帯域幅を狭めて S/Nを向上させ、低電力での実現性に
ついて評価する必要がある。理論上では現在より 27dBの改善ができるが、低速通信時にはドッ
プラスプレッドが起こるため、位相検波における逆拡散処理がどの程度の帯域まで利用可能なの
かを検証しなければならない。また、8006 kHz電波では、混信により高いレベルで放送や通信の
電波が混入するため、振幅検波をする際にはノイズキャンセル等の対策をする必要がある。 
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